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 平成15年度以降に、元請として完成・引渡
しが完了した次の基準を満たす工事を施工し
た実績を有すること。（共同企業体の構成員と
しての実績は、出資比率が20％以上の場合の
ものに限る。）
 単体又は共同企業の代表者 鉄筋コンク
リート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄
骨造の病院又は診療所で、新築、増築又は
改築の機械設備工事の場合は延べ面積
5000以上、改修機械設備工事の場合は
改修延べ面積5000以上を施工した実績
があるもの。
 共同企業の代表者以外の構成員 鉄筋コ
ンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又
は鉄骨造の病院又は診療所で、新築、増築
又は改築の機械設備工事の場合は延べ面積
2500以上、改修機械設備工事の場合は
改修延べ面積2500以上を施工した実績
があるもの。

 共同企業体の構成員は、建設業法（昭和24
年法律第100号）上の建築工事業につき、許
可を有しての営業年数が５年以上であるこ
と。ただし、相当の施工実績を有し、確実か
つ円滑な施工が確保できると認められる場合
においては、許可を有しての営業年数が５年
未満であっても同等として取り扱うことがで
きるものとする。
 共同企業体の構成員の数は、２又は３社と
する。
 共同企業体の結成方法は、自主結成とする
こと。
 共同企業体の構成員の最小出資比率は、均
等割の10分の６を下回らない範囲とするこ
と。
 共同企業体の代表者は、施工能力が最大で、
かつ、出資比率が構成員中最も高いものとす
ること。
 単体又は共同企業体の代表者は、次に掲げ
る基準を満たす監理技術者を当該工事に専任
で配置できること。
 一級管工事施工管理技士又はこれと同等
以上の資格を有する者であること。なお、
「これと同等以上の資格を有する者」とは、
次の者をいう。
・これらと同等以上の資格を有するものと
国土交通大臣が認定した者

 平成15年度以降に、元請として完成・引
渡しが完了した上記２に掲げる工事を
施工した経験を有する者であること。
 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。
 配置予定の監理技術者にあっては直接的
かつ恒常的な雇用関係が必要であるので、
その旨を明示することができる資料を求め
ることがあり、その明示がなされない場合
は入札に参加できないことがある。

 共同企業体の代表者以外の構成員は、次に
掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術
者を当該工事に専任で配置できること。
 一級管工事施工管理技士又はこれと同等
以上の資格を有する者であること。なお、
「これと同等以上の資格を有する者」とは、
次の者をいう。
・これらと同等以上の資格を有するものと
国土交通大臣が認定した者

 平成15年度以降に、元請として完成・引
渡しが完了した上記２に掲げる工事を
施工した経験を有する者であること。
 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。
 配置予定の主任技術者又は監理技術者に
あっては直接的かつ恒常的な雇用関係が必
要であるので、その旨を明示することがで
きる資料を求めることがあり、その明示が
なされない場合は入札に参加できないこと
がある。

 次の及びに掲げる条件を満たすもので
あること。
 総合評価落札方式に係る「ＶＥ提案とＶ
Ｅ提案に基づく施工計画」が、発注者の設
定している標準案と同等以上であること。
 工事全般の施工計画が適切であること。
 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限の日から開札の時ま
での期間に、文部科学省又は山梨大学から「建
設工事の請負契約に係る指名停止等の措置要
領」（平成18年１月20日付け17文科施第345号
文教施設企画部長通知）（以下「指名停止措置
要領」という。）に基づく指名停止を受けてい
ないこと。

 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
託者（協力を受ける他の建設コンサルタント
等を含む。以下同じ。）又は当該受託者と資本
若しくは人事面において関連がある建設業者
でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。（資本関係又は人的
関係がある者のすべてが共同企業体の代表者
以外の構成員である場合を除く（入札説明書
参照。）。）
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、文部科学省発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと
（入札説明書参照。）。
 共同企業体として申請した場合は、その構
成員が単体として重複申請することはできな
い。

３ 総合評価に関する事項
 落札者の決定方法
 入札参加者は、「価格」、「技術提案書」及
び「企業の施工体制」をもって入札を行い、
次の、の要件に該当する者のうち、下
記３によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とす
る。
 入札価格が予定価格の制限の範囲内で
あること。
 評価値が、標準点を予定価格で除した
数値（基準評価値）に対して下回らない
こと。

 上記３において、評価値の最も高い
者が２者以上ある時は、くじを引かせて落
札者を決定する。

 総合評価の方法
 「標準点」を100点とする。「加算点」は、
下記３、及びの評価項目において
技術提案書の内容に応じ、最高50点を与え
る。施工体制評価点は、下記３の評価
項目において、企業の施工体制に応じ、最
高30点を与える。なお、施工体制評価点の
低いものに対しては、加算点を減ずる場合
がある。

 加算点の算定方法は、入札価格が予定価
格の制限の範囲内の者を対象に下記３
、及びの評価項目ごとに評価を行い、
各評価項目の評価点数の合計を加算点とし
て付与するものとする。なお、下記３
において「不適切（欠格）」の評価を受けた
者については、入札の参加は認められない。
 価格及び価格以外の要素による総合評価
は、入札参加者の「標準点」と上記３
によって得られる「加算点」及び「施工体
制評価点」の合計を、当該入札者の「入札
価格」で除して得た「評価値」をもって行
う。

 評価項目 評価項目は以下のとおりとする
（詳細は入札説明書による。）。
 企業の信頼性・社会性
 ワーク・ライフ・バランス等の推進
 ＶＥ提案とＶＥ提案に基づく施工計画
 性能等（機能・強度・耐久性等）
 社会的要請（特別な安全対策）
 工事全般の施工計画
 企業の施工体制
 品質確保の実効性
 施工体制確保の確実性

 受注者の責により、提出された「ＶＥ提案
とＶＥ提案に基づく施工計画」及び「工事全
般の施工計画」に基づく工事が実施されてい
ないと認められる場合は、指名停止措置要領
に基づく指名停止を行うものとする。

４ 入札手続等
 担当部局 〒4093898 山梨県中央市下河
東1110 国立大学法人山梨大学施設・環境部
施設企画課総務グループ 電話055273
9316 ＦＡＸ0552736799
 入札説明書の交付期間、場所及び方法 平
成31年３月22日（金）から平成31年４月12日
（金）まで。
入札説明書の交付に当たっては無料とし、
原則として本学ＨＰからダウンロードするこ
と。
http://www.yamanashi.ac.jp/tender/3429（山
梨大学ＨＰ→企業・研究者の方→【調達につ
いて】入札情報→入札情報（工事））
また、図面の交付に当たっては、入札説明
書に従って購入するものとする。
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